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市民意識調査（令和 6 年度） 

 

 

１．調査の目的 

この調査は、市民と行政が一体となったまちづくりを推進するにあたり、市民の皆様の貴

重なご意見やご要望をお聞きし、明日の豊橋市のまちづくりに反映させることを目的とし

て実施しています。 

 

２．調査の設計 

（１）調査地域 ：豊橋市全域 

（２）調査対象 ：市内在住の満 18 歳以上の方（日本国籍） 

（３）標本数 ：5,000 人 

（４）抽出方法 ：住民基本台帳から等間隔無作為抽出 

（５）調査方法 ：設問紙を郵送。郵送または Web により回答。 

（６）調査期間 ：令和 6 年 6 月 20 日（木）～7 月 19 日（金） 

 

３．調査項目 

(1)豊橋市に対する愛着度と自慢度について 

(2)中心市街地の活性化について 

（３）豊橋駅周辺の駐車場について 

（４）科学教育施設について 

(5)「ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）」について 

（６）環境問題について 

（７）地産地消について 

（８）運動やスポーツについて 

（９）校区別ウォーキングマップ（豊橋いきいき健康マップ）について 

(10)健康や社会活動について 

（１１）動物愛護について 

（１２）「緑」と「公園」について 

（１３）自転車の安全な利用について 

（１４）防災対策について 

（１５）お住まいの地震対策について 

（１６）合同墓の需要について 

（１７）情報収集手段について 

（１８）多文化共生について 

（１９）市民協働によるまちづくりについて 

（２０）地域の生活環境について 

（２１）あなたご自身について 
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４．調査機関 

公益社団法人 東三河地域研究センター 

 

５．回収結果 

（１）回収数 ：2,382 人（内 紙回答 1,544 人 Web 回答 838 人） 

（２）有効標本回収数  ：2,379 人 

  （全問無回答及び属性のみ回答の標本は無効とする。また、「紙」

での回答と「WEB」での回答が重複している場合は、「WEB」

での回答を有効回答とする。） 

（３）有効標本回収率 ：47.58% 

 

６．報告書の見方 

（１）各設問における無回答者については集計対象としない。 

(２)本文中の各設問の図中に示す「n=○○」の数値は、当該設問の有効回答者数（その

設問に対する未回答者を除く）である。単数回答を依頼した設問の合計は各選択肢の

人数の合計となるが、複数回答を依頼した設問では各選択肢を少なくとも１つ以上を選

択した人数の合計となる。 

(３)集計結果は小数点以下第 2 位を四捨五入して小数点第１位までとして表示する。このた

め比率の合計は単数回答を依頼した設問であっても 100%にならないことがある。ま

た、複数回答を依頼した設問では、集計結果の合計が 100%を超えることがある。 

(４)回答比率（%）は、その設問の有効回答者数を母数として算出する。 

(5)本文中の各設問の図中に示される「n=○○」の数値については、「全体」と各年代の合

計は必ずしも一致しない。その理由は、「全体」に年齢を回答していない人を含むため

である。 

(6)本文中の設問や選択肢について、長い文は簡略化してある（原文は巻末参照）。 

 

７．標本誤差の範囲の設定 

本来、アンケート調査を行う場合、全母集団を対象とすることが望ましいが、実際には

適当な人数を選んで精度の高い調査結果を得なければならない。そのため、アンケートの

回答結果が、どの程度の精度を持った回答結果であるのかを検討することが必要であり、

その精度は標本誤差を算出することで把握できる。 

標本誤差とは、ある設問の回答割合に対する誤差を示しており、これは以下の式で表す

ことができる。 

  

           （Ｍ－ｎ）          ｐ（１－ｐ） 

           （Ｍ－１）           ｎ 

Ｍ：母集団         ｎ：有効回答数        ｐ：結果の比率 

ｋ：信頼度による定数    σ：標本誤差 

※ｋは信頼度を決めると自動的に決まる定数で、信頼度は統計的な慣習として 95%とすること 
が多く、信頼度 95%ならばｋは 1.96 となる。 

σ＝ｋ               ×        
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令和 6 年度の市民意識調査の回答結果について、回答者全体の標本誤差の範囲を設定す

ると、次表のようになる。この表の見方であるが、例えば、今回の市民意識調査において、

ある設問を単純集計した場合、その設問で「Ａ」という回答が全体の 50%であったとすれば、

市民意識調査の全母集団（市内在住の満 18 歳以上の方（日本国籍））に同じ設問をしても、統

計学的には 95%の確率で「Ａ」は 50±2.00%の範囲内となる。標本の大きさは、ｐ（結果の

比率）が 50%の場合が最も安全に（最も大きく）なるため、市民意識調査の全体の回答結果が

最も分散していた場合でも、全母集団から得られる結果と比べて、±2.00%以下の誤差しか

生じないことになり、精度の高い結果といえる。ただし、年代別等では、それぞれの有効回答数

は少なくなるため、結果については標本誤差の範囲が広いことを考慮して見るべきである。 
 

表 令和 6 年度市民意識調査における標本誤差の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※母集団は令和 6 年 6 月 1 日現在の豊橋市人口（外国人を除く）：346,191 人 

引用：https://www.city.toyohashi.lg.jp/45344.htm 

 

８．回答者の属性 

 

(1)性別 

 

 

 

 

 

（2）年齢 

 

 

 

 

 

 

 

  

全体 n= 2,354

男性 (n= 993 )

女性 (n= 1,353 )

その他 (n= 8 )

男性

42.2

女性

57.5

その他 0.34

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 n= 2,352

１８歳・１９歳 (n= 25 )

２０歳代 (n= 142 )

３０歳代 (n= 215 )

４０歳代 (n= 333 )

５０歳代 (n= 430 )

６０歳代 (n= 488 )

７０歳以上 (n= 719 )

1.1

6.0

9.1

14.2

18.3

20.7

30.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

　　　　　　p
　ｎ

90%または
10%程度

80%または
20%程度

70%または
30%程度

60%または
40%程度

50％程度

2,379 ± 1.20 ± 1.60 ± 1.84 ± 1.96 ± 2.00

1,500 ± 1.51 ± 2.02 ± 2.31 ± 2.47 ± 2.52

1,000 ± 1.86 ± 2.48 ± 2.84 ± 3.03 ± 3.09

500 ± 2.63 ± 3.50 ± 4.01 ± 4.29 ± 4.38

300 ± 3.39 ± 4.52 ± 5.18 ± 5.54 ± 5.66

100 ± 5.83 ± 7.84 ± 8.98 ± 9.60 ± 9.80

20 ± 13.15 ± 17.53 ± 20.08 ± 21.47 ± 21.91
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全体 n= 2,351

３年未満 (n= 60 )

３年～５年未満 (n= 34 )

５年～１０年未満 (n= 90 )

１０年～２０年未満 (n= 220 )

２０年以上 (n= 1,947 )

2.6

1.4

3.8

9.4

82.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 n= 2,338

自宅 (n= 218 )

豊橋市内 (n= 886 )

豊橋市外の愛知県内 (n= 310 )

愛知県外 (n= 90 )

通勤も通学もしていない (n= 834 )

9.3

37.9

13.3

3.8

35.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 n= 2,328

夫婦・パートナーのみの世帯 (n= 601 )

夫婦・パートナーと子の世帯 (n= 797 )

夫婦・パートナーと親の世帯 (n= 93 )

三世代以上（親・子・孫）世帯 (n= 260 )

単身世帯 (n= 315 )

母子・父子世帯 (n= 196 )

その他 (n= 66 )

25.7

34.1

4.0

11.1

13.5

8.4

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

（３）職業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)居住年数 

 

 

 

 

 

 

 

(5)就学地（通学地） 

 

 

 

 

 

 

 

(6)家族構成 

 

  

全体 n= 2,338

農林漁業 (n= 82 )

会社員（正社員） (n= 551 )

会社員（派遣・契約社員） (n= 131 )

商・工・サービス業の自営業主 (n= 91 )

自由業（作家・芸術家など） (n= 18 )

公務員・教員 (n= 98 )

専業主婦・専業主夫 (n= 271 )

アルバイト・パートタイマー (n= 406 )

学生 (n= 34 )

内職・在宅就業 (n= 24 )

無職 (n= 584 )

その他 (n= 48 )

3.5

23.6

5.6

3.9

0.8

4.2

11.6

17.4

1.5

1.0

25.0

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50%
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(7)居住小学校区 

 

 

  

問60

No. 校区 回答数 割合 No. 校区 回答数 割合

1 岩田 87 4.0% 27 下条 25 1.1%

2 豊 37 1.7% 28 多米 61 2.8%

3 東田 50 2.3% 29 岩西 40 1.8%

4 八町 24 1.1% 30 飯村 60 2.7%

5 松葉 42 1.9% 31 つつじが丘 60 2.7%

6 花田 36 1.6% 32 旭 26 1.2%

7 松山 37 1.7% 33 栄 80 3.7%

8 新川 33 1.5% 34 天伯 28 1.3%

9 羽根井 56 2.6% 35 大清水 40 1.8%

10 下地 39 1.8% 36 富士見 35 1.6%

11 大村 18 0.8% 37 向山 40 1.8%

12 津田 20 0.9% 38 前芝 22 1.0%

13 牟呂 65 3.0% 39 西郷 21 1.0%

14 汐田 35 1.6% 40 玉川 34 1.6%

15 吉田方 90 4.1% 41 嵩山 22 1.0%

16 高師 71 3.3% 42 石巻 24 1.1%

17 幸 99 4.5% 43 谷川 19 0.9%

18 芦原 40 1.8% 44 小沢 18 0.8%

19 福岡 70 3.2% 45 細谷 22 1.0%

20 中野 40 1.8% 46 二川 50 2.3%

21 磯辺 77 3.5% 47 二川南 47 2.2%

22 大崎 23 1.1% 48 豊南・高根 53 2.4%

23 野依 37 1.7% 49 老津 24 1.1%

24 植田 24 1.1% 50 杉山 29 1.3%

25 牛川 55 2.5% 51 賀茂 23 1.1%

26 鷹丘 75 3.4% 2,183 100.0%

お住まいの小学校区

合計(有効回答数)


